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令和８年度外国人介護福祉士候補者学習支援事業実施団体公募要領 

 

厚生労働省では、日インドネシア経済連携協定、日フィリピン経済連携協定及び

日ベトナム交換公文に基づく外国人介護福祉士候補者（以下「候補者」という。）

として入国した者に対する学習支援事業を補助する団体（以下「実施団体」とい

う。）を選定するために、以下の要領で公募します。 

なお、この公募は事業実施期間を十分確保するため、令和８年度政府予算案に基

づき、予算成立前に公募を行っています。予算の成立によっては今後、事業内容や

実施時期等に変更があり得ることを御承知置きください。 

 

１．事業の目的 

候補者が、介護福祉士国家試験（以下「国家試験」という。）の合格に向けて効

率的・効果的な学習を行えるよう、日本語学習を含めた総合的な支援を行うことを

目的としています。 

 

２．補助金の交付について 

（１）補助金について 

本補助金は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年

法律第 179条）など関係法令の規定によるほか、別に定める交付要綱及び実施

要綱の定めるところにより、（２）の基準額の範囲において交付します。 

 

（２）基準額 

127,759千円（上限額） 

なお、原則として今回の企画における総事業費（別添「令和８年度外国人介

護福祉士候補者学習支援事業応募書類記入要領・様式」様式２に記載する額ま

で）を申請の上限としてください。 

 

（３）対象経費 

人件費（職員基本給、職員諸手当、社会保険料、児童手当拠出金（当該事業

に従事した分に限る。））、賃金、謝金、旅費（講師等旅費、職員旅費、研修旅

費）、通信運搬費、印刷製本費、消耗品費、図書費、雑役務費、借料及び損料、

会議費、備品購入費、委託料 

 

（４）留意事項 

集合研修及び模擬試験時の食費、研修テキスト代及び宿泊費は候補者負担と

して差し支えありません。研修会場への旅費は補助金で対応してください。 
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３．事業の内容 

（１）候補者 

候補者は、本事業の他、国が委託する「外国人看護師・介護福祉士等受入支

援事業」において、公益社団法人国際厚生事業団が配布している教材等を活用

して学習を行っています。本事業においては、候補者が国家試験に合格できる

よう能力を引き上げることに重点をおいて支援してください。 

なお、候補者は、訪日前、訪日後の日本語研修を受けており、平成 24 年度

以降に入国した各候補者の多くは、日本語レベルについて、就労開始時点で、

日本語能力試験「Ｎ３」程度に達しています。 

 

（２）到達目標 

国家試験合格に向けて計画的に学習を進めるため、以下の到達目標を達成す

るよう支援してください。 

 

区分 到達目標 目標設定の意図 

令和７年度入国者

(令和 10 年度国家

試験受験予定者) 

・介護分野の専門用語を読む、書く、

話す 

・高齢特性、障害特性及び疾病等を

理解する 

介護現場で就労す

るために必要な基

礎知識を身につけ

る必要があるため 

令和６年度入国者 

(令和９年度国家

試験受験予定者) 

・国家試験の各出題領域に関する基

礎知識の習得する 

国家試験受験に向

けて国家試験の全

体像を理解するた

め 

令和５年度入国者 

(令和８年度国家

試験受験予定者) 

・国家試験合格水準の知識を身につ

ける 

国家試験受験にあ

たっての能力を確

保するため 

令和４年度入国者

のうち滞在延長対

象者 

(令和８年度国家

試験受験予定者) 

・国家試験合格水準の知識を再確認

する（今までの学習内容の復習） 

同上 

再チャレンジ支援 ・同上 同上 

 

（３）実施内容 

事業内容は、以下に掲げる事業とします。本事業は全国の候補者を対象とし

ており、一部の地域に限定した取組は想定していません。 

なお、①から③までの学習支援の内容は、介護分野の専門用語を主とした日

本語の学習、介護福祉士として備えるべき介護等に係る知識及び技術に関する

ものとします。 
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① 介護福祉士試験初回受験者支援（ファーストチャレンジ）事業 

令和７年度、６年度、令和５年度入国者に対し、学習支援として集合研修、

オンラインによる研修、模擬試験、通信添削指導を行います。 

 

注１）集合研修は、候補者の学習の進捗状況等に応じ、座学、実習を組み合わせて   

行ってください。 

注２）それぞれの実施回数について、具体的な定めはありませんが、各々の候補者が「３

(２)到達目標」に到達できるよう設定してください。 

注３）集合研修と模擬試験は同時に実施可能です。 

注４）通信添削指導の宛先は候補者受入施設としてください。また、送付・回収方法は、

郵送・メールなどで実施しても差し支えありません。 

 

② 滞在延長者支援（セカンドチャレンジ）事業 

令和４年度入国者のうち滞在延長対象者に対し、学習支援として集合研修、

オンラインによる研修、模擬試験、通信添削指導を行います。 

 

注１）集合研修は、候補者の学習の進捗状況等に応じ、座学、実習を組み合わせて行っ

てください。 

注２）それぞれの実施回数について、具体的な定めはありませんが、候補者が「３(２)

到達目標」に到達できるよう設定してください。 

注３）集合研修と模擬試験は同時に実施可能です。 

注４）通信添削指導の宛先は候補者受入施設としてください。また、送付・回収方法は、

郵送・メールなどで実施しても差し支えありません。 

 

③ 再チャレンジ支援（リチャレンジ）事業 

介護福祉士資格を取得できず帰国した者に対し、学習支援として模擬試験、

通信添削を行います。 

※学習支援に関する相談に対応する窓口を設置します。 

 

注１）それぞれの実施回数について、具体的な定めはありませんが、候補者が「３(２)

到達目標」に到達できるよう設定してください。 

注２）模擬試験の実施に当たっては、在インドネシア日本国大使館、在フィリピン日本

国大使館及び在ベトナム日本国大使館の協力(会場貸出や試験監督等)を受けるこ

とができます。各大使館の協力を受ける場合は、実施時期などの大使館との調整は

厚生労働省で行います。 

なお、自宅での受験も認めているため、本人の希望を確認し実施してください。 

 

④ チャレンジマネジメント事業 

（ア）内容 

①から③までの事業にフィードバックすることで効果的な学習支援を
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行うため、①から③までの事業により得られた候補者ごとの模擬試験及

び通信添削指導の点数、集合研修時の評価等を管理・集計・分析します。 

 

（イ）報告事項 

令和８年 12 月末までに令和８年度国家試験を受験する候補者の学習

の進捗状況（模擬試験結果等）を報告してください。また、令和９年３月

末までに候補者全員の到達目標の達成状況を報告してください。 

なお、厚生労働省から本事業に関する情報を求められた場合は、適宜

報告してください。 

 

（４）その他留意事項 

①から③の事業については、当初予見できない事情等により集合研修や模

擬試験が実施できない場合であっても、代替手段を講じて実施して下さい。 

再委託を行う場合、事業費総額に対する委託費の比率が 50％を超えること

はできません。 
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４．事業の実施期間 

事業の実施期間は、令和８年４月１日（※）から令和９年３月 31日とします。 

※ 実施団体の採択日が４月１日を越える場合は、採択日以降に実施する事業

に係る経費についてのみの補助となります。 

 

５．応募資格 

次のすべての要件を満たす民間団体等とします。 

・ 日本に拠点を有していること。 

・ 本事業を的確に遂行するに足る組織、人員等を有していること。 

・ 本事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等につ

いて十分な管理能力、及び精算を適正に行う経理体制を有していること。 

・ 外国人に対する教育、又は外国人を日本に受け入れての研修事業について

十分な知見及び実績を有し、厚生労働省と密接かつ協調的に連絡体制を構築

しつつ、本件業務を円滑に実施できる者であること。 

・ 厚生労働省から補助金交付等停止、又は指名競争入札における指名停止を

受けている期間中でないこと。 

・ 予算決算及び会計令第 70 条及び第 71 条の規定に該当しない者であるこ

と。 

 

６．応募方法等について 

（１）応募書類 

応募書類は、別添「令和８年度外国人介護福祉士候補者学習支援事業応募書

類記入要領・様式」にしたがって日本語で作成してください。 

① 企画書（様式１） 

② 所要見込額調書（様式２） 

③ 提案者の概要（会社概要等）がわかる資料 

（ア）定款又は寄付行為 

（イ）直近の財務諸表 

（ウ）その他概要がわかる資料（パンフレット等） 

※ 再委託が見込まれる場合には、再委託先の概要がわかる資料 

（パンフレット等）を提出して下さい。 

④ その他提案内容を補足するために必要な参考資料 

    ⑤ ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する書類 

  以下の書類のうち、該当するものがあればすべて添付すること。 

・ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律

第６４号）に基づく認定（えるぼし認定）に関する基準適合一般事

業主認定通知書 

※労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。 
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・ 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）に基づく

認定（くるみん認定・トライくるみん認定・プラチナくるみん認定）

に関する基準適合一般事業主認定通知書 

・ 青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和４５年法律第９８号）

に基づく認定（ユースエール認定）に関する基準適合事業主認定通

知書 

・ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法

律第６４号）に基づく一般事業主行動計画策定届（一般事業主行動

計画の計画期間が満了していない計画を策定した企業（常時雇用す

る労働者の数が 100 人以下）に限る。） 

・従業員への賃金引上げ計画の表明書（表明する意思がある場合のみ

提出すること） 

※表明書については、別紙様式３－１又は３－２の内容が具備され

ていれば、任意様式で差し支えない。 

 

 

※ 応募書類はＡ４サイズとし、７部（うち団体名を黒塗りしたものを５

部）提出してください。 

 

（２）提出期限 

持参の場合：令和８年２月 24日（火）15時 

郵送の場合：令和８年２月 24日（火）必着 

※ 提出期限を経過して届いた応募書類は受け付けないので、提出期限の厳

守について特に留意してください。 

 

（３）説明会の開催（オンライン） 

日時：令和８年２月 12日（木）11時 30分 

説明会は上記の日時でオンラインにて実施します。 

説明会への参加を希望する方は、（４）に記載のメールアドレスへ令和８

年２月９日（月）17時までにメールで申し込みください。その際、当日参加

される方の所属、氏名、連絡先（電話・メール）についても併せてご連絡く

ださい。なお、メールの件名は、「【○○（団体名）】学習支援事業説明会参加

希望」としてください。 

当日は、Zoom（WEB会議サービス）を用いて実施しますので、それに対応

した電子機器等をあらかじめご準備ください。説明会前日までにお申し込み

いただいたメールアドレス宛に、Zoom による説明会のご案内をお送りしま

す（申込みされていない方への転送はご遠慮ください）。 

 

（４）応募書類の提出先及び問い合わせ先 

〒100-8916 東京都千代田区霞が関１－２－２ 

厚生労働省 社会・援護局 福祉基盤課 福祉人材確保対策室 
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外国人介護人材受入企画調整係 萩尾・松原・酒井 宛 

※ 持参の場合の受付時間及び問い合わせの受付時間は、月曜日～金曜日

（祝祭日を除く。）の 10時～17時（12時 15分～13時 15分を除く。）とし

ます。 

  持参により応募書類を提出する場合、事前に入館登録が必要なため、持

参日がわかりましたら担当までご連絡ください。 

※ 封筒表面に、赤字で「『外国人介護福祉士候補者学習支援事業』応募書

類在中」と記載してください。 

TEL：03－5253－1111（内線：2844） 

メール：gaikoku-kaigo@mhlw.go.jp 

 

７．評価・決定 

（１）評価方法 

評価は、当省に設置する「外国人介護福祉士候補者学習支援事業実施団体の

公募に係る評価委員会」において、原則として応募書類に基づき行います。ま

た、必要に応じてヒアリングを実施する場合があります。 

 

（２）評価基準 

① 企画内容 

・ 事業内容が到達目標を達成できるものとなっているか。 

・ 候補者へ学習の同一機会を提供することができるか。 

・ 外国人候補者向けの事業として、配慮や工夫がされた事業内容と 

なっているか。 

 

② 業務遂行体制 

・ 業務を遂行するために必要な根拠（人員、設備、資金）が示されている

か。 

・ 事業の効率性が担保されているか。 
 

（３）結果の通知等 

実施団体決定後、速やかに書面にて結果の通知を行います。 

   

（４）補助金申請等 

採択された法人は、厚生労働省の指示に従い、交付要綱に従って補助金申請

を行うとともに、実施要綱に従って事業の準備を始めること。 

 

（５）その他 

   以下の事項について、あらかじめ御了承ください。 

   ① 個別の企画内容に対する質問は受け付けないこと。 

② 個別の企画内容に対する助言は行わないこと。 
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   ③ 評価は非公開で行うこと。 

④ 提出された企画書等は返却しないこと。 

   ⑤ 実施団体の決定について、個別の問い合わせに応じないこと。 


